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建設業界 引 続 好況 各方面 働 方改革 向  行動計画 策定   

売上高は、土木事業では順調な進捗により増加したものの、建築事業で繰越高の減少と受注の遅れにより全体では期初予算より25億円減少
売上利益  首都高補修工事 設計変更獲得やNEXCO新名神関係の採算性の向上等により全体で3.2ポイントの改善
土木事業 利益率 期初計画   3.5    上昇 16.1％ 建築事業  利益率 6.7%と4.7ポイント減少
各利益項目 期初計画比 大  改善  四半期純利益 11億49百万円    期初計画  約9億円増加

前年同期実績 下回     各利益項目 期初計画比大  改善

働き方改革の取り組みと人財採用状況

2018年度建設投資額 見通   前年度比2.1％増の57兆1,700億円 見通    、3期連続で増加
    老朽化対策   公共投資 継続 NEXCO大規模更新事業 発注 本格化
引 続 企業収益 好況   設備投資 堅調 推移  見込 
働 方改革 向  政府 国交省他 建設関係団体 取り組みが活発に
日建連  週休二日実現行動計画  策定  4月から業界一体となった「統一土曜閉所運動」を実施
プレストレスト・コンクリート建設業協会が2018年1月に「週休2日実施に向けたマスタープラン」を策定

働 方改革 第1       2018年3月  働 方改革              １  策定
①総労働時間 削減 ②週休二日 推進 ③      対策 従業員満足度調査結果 分析 対策 ④”Smart Work Meeting”の設置
   各支店  対応強化 取 組  2018年４月      
更               ２    有給休暇取得義務化等 法改正 踏                 ２  策定中
全社的      対応組織 組成 離職抑制策及 制度改革    当2019年4月新卒予定 計画35名 対 36名 内定者 確保   
  当社    人員数1,725名（2018年3月期）  11名 増加



業績サマリー
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連結業績サマリー

2017.3期第2四半期 2018.3期第2四半期 2019.3期第2四半期
コメント

実績 前年比 実績 前年比 実績 前年比 期初計画比

売上高 39,143 △8.1 54,034 38.0 48,450 △10.3 △5.0 手持工事の進捗が計画より減少

売上総利益 4,325 △2.6 6,515 50.6 6,246 △4.1 25.7 設計変更獲得 原価改善 取
組み等により計画対比増益

営業利益 652 △35.2 2,432 272.8 1,705 △29.9 184.3 販管費増加があったものの売上
利益 増加   計画対比増益

経常利益 674 △31.1 2,403 256.4 1,643 △31.7 193.4 営業利益増益   計画対比
増益

親会社株主に帰属する
四半期純利益 501 △34.4 1,947 287.9 1,149 △41.0 359.7 経常利益増益   計画対比

増益

1株当  年間配当金（円） 12.0 16.0 18.0 期末配当 2円増配

（単位：百万円、％）
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売上総利益 前期比2億69百万円減少      利益率 12.1％  12.9％ 向上
土木事業  工事進捗 順調 進 設計変更 獲得等   売上高 増加、工事採算も改善
建築事業  前期   繰越工事 減少   売上高 売上総利益   減少
販管費が前期比4億57百万円増加
人財確保 目的   従業員 処遇改善等 施策   人件費 増加 過年度情報処理費用 計上等   物件費 増加
営業外収益が14百万円減少
投資有価証券 受取配当金 減少及        関連会社 生産減 伴 損益悪化   投資利益 減少
営業外費用が19百万円増加
旧工場跡地売却に伴う建屋解体費計上により増加

経常利益増減分析

売上総利益
減少

販管費増加 営業外収益
減少

営業外費用
増加

土木事業
+1,305
建築事業
△1,605

人件費増
△125
物件費増
△331

受取配当金減
△8

持分法投資利益減
△5

支払保証料減
+11

営業外減価償却費増
△38

2018.3期
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経常利益
2019.3期
2Q

経常利益

（単位：百万円）



利益増減分析（期初計画比）

6

経常利益増減分析

売上総利益 12億76百万円増加 売上総利益率 9.7％  12.9％ 上昇
土木事業  工事竣工 伴 設計変更獲得等   売上総利益 16億96百万円増加  利益率 10.5％から16.1％に上昇
建築事業  一部工事 工事採算 悪化  売上総利益 3億65百万円減少  利益率 8.0％から6.7％に低下
販管費が期初計画比1億70百万円増加
過年度情報処理費用 計上   物件費 増加
営業外収益が期初計画比1百万円増加
主にスクラップ売却益及び受取ロイヤリティの増加
営業外費用が期初計画比19百万円増加
主に旧工場跡地売却に伴う建屋解体費計上により増加
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（単位：百万円）

2017.3期2Q 2018.3期2Q 2019.3期2Q
コメント

実績 実績 実績 前年比

売
上
高

土木事業 18,689 29,275 31,084 6.2

 土木事業  設計変更獲得等   増加
・建築事業では繰越案件の減少及び進捗の減
少により減少

建築事業 19,443 23,692 16,523 △30.3

製造事業 597 734 523 △28.8

その他兼業事業 413 331 318 △3.9

合計 39,143 54,034 48,450 △10.3

売
上
総
利
益

土木事業 2,230 3,915 4,792 22.4

 土木事業 売上総利益  設計変更獲得 
工事採算の向上により増加
 建築事業 売上総利益 、売上高の減少、
工事採算の悪化により減少

建築事業 1,860 2,737 1,208 △55.8

製造事業 36 △61 26 －

その他兼業事業 159 154 150 △2.9

調整額 38 △229 68 －

合計 4,325 6,515 6,246 △4.1

受
注
高

土木事業 26,892 26,700 35,254 32.0

 土木事業  工事完成 伴 設計変更獲得 
大型案件の期ずれ受注等により増加
・建築事業は、予定していた案件の期ずれ等によ
り減少

建築事業 18,965 18,086 17,270 △4.5

製造事業 597 734 523 △28.8

その他兼業事業 413 331 318 △4.1

合計 46,867 45,854 53,366 16.4

セグメント別業績

7

     別売上高･売上総利益･受注高
（単位：百万円、％）



土木事業
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業界環境

業績推移

下期予定 設計変更獲得 上期実績      原価改善等 主因   売上総利益 大幅増加
工事 順調 進捗   売上高 増加 工事竣工 伴 設計変更獲得 原価改善   売上総利益 増加
受注高  大規模床版取替工事等 受注    前年及 期初目標 大  上回 
前期  期  案件 他 当期発注 大型床版取替工事及 大型新設橋梁工事 受注 順調 獲得
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4,792 
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＜売上総利益＞
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2018年度公共事業関係費 約６兆円   横  
    老朽化対策  豪雨 台風災害等 踏   防災 減災対策    重点化 推進
PC市場 約3千億円 前年度並  発注予測
整備新幹線事業 高速道路 維持補修事業 本格化 進行  発注増加傾向

単位：百万円
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大型受注案件（受注金額上位3件）
工事名 工事概要
東名沼津IC 富士IC間床版取替工事（平成30年度） 昨年基本契約 締結  個別契約 2件目工事 3橋（5400㎡）うち1橋はMuSSL工法で施工
北陸自動車道魚津 黒部間構造物更新工事（平成29年度）6000㎡ 床版取替工事他 切土 盛土 修繕工事等
城陽第二高架西（PC上部工）工事 新名神高速道路PC4径間連続プレキャスト箱桁橋+5径間連続（鋼・PC複合桁+プレキャストセグメント）箱桁橋

建築事業
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業界環境

業績推移

採算最重視   受注 進   前年度  引 続 他社  競争 激化     売上高及 売上総利益 大幅減少
繰越工事及 当期受注高 減少   売上高 減少 売上総利益 工事採算 低下等   前年同期  利益率低下（11.6％→7.3％）
受注高  特養施設等 新規受注     失注及 発注時期 期  等   前年同期比 減少
特養施設 新規受注 病院施設及 商業  等 受注     失注 発注時期 期  等 影響 前年  約8億円減少

堅調 企業業績 支    民間建設投資 発注増加
企業収益 好況等 背景  民間建設投資 底堅 推移
他社との受注競争激化
好採算物件については、各社との受注競争が激化

単位：百万円
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大型受注案件（受注金額上位3件）
工事名 工事概要
特養施設新築工事 Ｓ造４階 基準法床面積約7,111㎡
病院増築工事 Ｓ造４階 基準法床面積約5,700㎡
ビル建替プロジェクト新築工事 Ｓ造８階 基準法床面積約3,598㎡



製造事業及びその他兼業事業
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製造事業 ‐ 業績推移

その他兼業事業 ‐ 業績推移
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貸借対照表
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連結貸借対照表の主な項目
（単位：百万円）

2017.3期 2018.3期 2019.3期2Q コメント実績 実績 実績
資産合計 77,306 83,296 75,005

流動資産 60,263 65,865 57,412  買掛債務 支払 借入金 返済等   現金
預金 5,482百万円減少
 工事代金 入金    受取手形・完成工事
未収入金等 3,763百万円減少

現金預金 15,049 12,440 6,958

受取手形･完成工事未収金等 38,161 44,749 40,986

固定資産 17,043 17,430 17,593  工事用機材 購入     事業用不動産 
取得等により有形固定資産が46百万円増加

     事業用保証金等   長期保証金 
79百万円増加

有形固定資産 12,232 12,073 12,119

無形固定資産 217 196 186

投資その他の資産 4,593 5,161 5,287

負債合計 52,583 54,980 46,313 ・買掛債務の支払により、支払手形・工事未払
金等 2,980百万円、電子記録債務が841百
万円それぞれ減少
 借入金 返済   短期借入金 3,090百万
円減少

流動負債 42,254 44,742 36,134

固定負債 10,328 10,237 10,179

純資産合計 24,722 28,316 28,692
 親会社株主 帰属  当期純利益1,149百万
円 計上 配当金853百万円を支出
 退職給付 係 調整累計額 111百万円増加

株主資本 23,306 26,582 26,885

  他包括利益累計額 1,416 1,733 1,806

負債純資産合計 77,306 83,296 75,005



キャッシュ･フロー
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連結キャッシュ・フローの主な項目
（単位：百万円）

2017.3期第2四半期 2018.3期第2四半期 2019.3期第2四半期 コメント実績 実績 実績
営業活動によるキャッシュ・フロー △1,568 △2,274 △853

・営業収益の積上げ
 工事代金 入金   売上債権 減少
・工事進捗によるたな卸資産の増加、買掛債務の支払に
よる仕入債務の減少

税金等調整前四半期純利益 690 2,401 1,662
減価償却費 324 310 353
退職給付に係る資産の増減 3 14 39
退職給付に係る負債の増減 132 159 121
工事損失引当金増減 △41 △59 △757
売上債権の増減 2,802 △1,874 3,721
たな卸資産の増減 △2,407 △772 △361
仕入債務の増減 △4,282 △1,122 △3,699
未成工事受入金 増減 2,201 △365 123
その他営業活動フロー △525 △406 △1,125
法人税等支払額 △466 △559 △933

投資活動によるキャッシュ・フロー △447 △287 △534
・ストック事業に係る設備建設等による有形固定資産の取
得有形固定資産取得 △419 △299 △475

その他投資活動フロー △27 12 △58
財務活動によるキャッシュ・フロー △1,308 △715 △4,091

 短期借入金 返済
 増配   配当金 支払額 増加

短期借入金純増減 △639 △57 △3,069
リース債務返済による支出 △45 △43 △39
自己株式の取得による支出 △202 △0 △0
配当金支払額 △379 △568 △853
その他財務活動フロー △41 △45 △129

現金及 現金同等物期末残高 8,269 11,771 6,958

13
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2. 2019年3月期 業績予想
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2019年3月期の取組み

15

発注 本格化  大規模更新 修繕事業 案件精査 受注強化

採算最重視による受注拡大とPC建築部門強化

設備投資 着実 実施  新規事業 開拓

グループ全体の人財確保・育成の推進と働き方改革アクションプランへの取り組み

土木事業  大規模更新 修繕事業 発注 本格化 施工条件 採算性 検討 要員対策 充実   受注強化 図 
当社独自 床版継手技術(MuSSL工法） 交通規制低減 優位性   半断面床版取替工法 営業展開 更  採用拡大を目指す

建築事業  他社  競争激化等    受注 目標未達       支店間  情報共有 連携 深  採算管理 徹底  受注目標 
達成 注力  
PC建築の採用拡大に向け、PCaPC施工実績を基に発注者、設計者への営業強化を図るとともに、受注検討案件でも積極的にPC化を推進する

新卒採用 中心    中途採用 定年再雇用 行  年齢構成 歪 是正 女性活躍 高齢者雇用 引 続 推進  
総労働時間の削減、週休二日制の推進といった「働き方改革 アクションプラン・ステップ１」への取り組みと、ICT活用などで働きやすい
職場環境を構築し、生産性向上を図る

    全体 大規模更新 おける床版製作設備増強や機械化施工に向けた設備投資を着実に実施する
新  賃貸事業 展開          引 続 新  収益基盤 確立      新規事業 開拓 進    



2019年3月期業績予想 前年実績対比
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連結業績予想

2017.3期 2018.3期 2019.3期予想
コメント

実績 前年比 実績 前年比 予想 前年比

売上高 96,715 0.7 114,841 18.7 113,000 △1.6 前期繰越高の減少により減収

売上総利益 11,460 14.4 13,819 20.6 12,890 △6.7 建築事業の採算が悪化

営業利益 3,687 27.5 5,440 47.6 4,100 △24.6 販管費の増加

経常利益 3,454 23.4 5,347 54.8 3,940 △26.3

親会社株主に帰属する
当期純利益

2,653 46.0 3,844 44.9 2,800 △27.2

1株当  年間配当金（円） 12.0 18.0 18.0

（単位：百万円、％）

96,066 96,715 
114,841 113,000 

0

50,000
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16.3期
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＜売上高＞
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5,440
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19.3期
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＜営業利益＞

2,799 
3,454 

5,347

3,940 
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2,500
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16.3期
実績

17.3期
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18.3期
実績

19.3期
予想

＜経常利益＞

セグメント別業績予想
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     別売上高･売上総利益･受注高

2017.3期 2018.3期 2019.3期予想
コメント

実績 実績 予想 前年比

売
上
高

土木事業 49,356 63,798 63,700 △0.2

・建築事業の前期からの繰越工事減少
による減収

建築事業 44,815 48,770 46,200 △5.3

製造事業 1,819 1,638 2,300 40.4

その他兼業事業 723 634 800 26.1

合計 96,715 114,841 113,000 △1.6

売
上
総
利
益

土木事業 6,501 9,178 7,870 △14.3

 土木事業 設計変更等   回復要因 
保守的に予想
・建築事業では、引き続き労務・資材価格のコスト
高と他社との競争激化等を予想

建築事業 4,303 4,361 4,470 2.5

製造事業 294 3 260 7,053.5

その他兼業事業 293 304 290 △4.7

調整額 67 △28 － －
合計 11,460 13,819 12,890 △6.7

受
注
高

土木事業 55,192 55,573 60,100 8.1

・業界環境は引き続き好況であり、受注強化策
 早期 案件確保 注力  

建築事業 45,278 45,165 49,100 8.7

製造事業 1,819 1,638 4,000 144.1

その他兼業事業 723 634 800 26.0

合計 103,013 103,012 114,000 10.7

（単位：百万円、％）



3. 中期経営計画2016の進捗
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中期経営計画2016の進捗
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（単位：百万円）

2017.3期
実績

2018.3期
実績

2019.3期
中計目標

2019.3期
業績予想

受注

土木事業 55,192 55,573 61,140 60,100

建築事業 45,278 45,165 49,000 49,100

製造事業 1,819 1,638 2,300 4,000

兼業事業 723 634 1,560 800

合計 103,013 103,012 114,000 114,000

売上高

土木事業 49,356 63,798 61,290 63,700

建築事業 44,815 48,770 48,700 46,200

製造事業 1,819 1,638 2,350 2,300

兼業事業 723 634 660 800

合計 96,715 114,841 113,000 113,000

売上利益

土木事業 13.8% 6,823 14.5% 9,257 12.0% 7,330 12.4% 7,870

建築事業 9.7% 4,329 8.8% 4,272 9.2% 4,460 9.7% 4,470
製造事業 2.6% 46 1.1% 18 11.1% 260 11.3% 260
兼業事業 36.0% 260 42.8% 271 37.9% 250 36.3% 290

合計 11.8% 11,460 12.0% 13,819 10.9% 12,300 11.4% 12,890

販売費及 一般管理費 8.0% 7,773 7.3% 8.378 7.5% 8,500 7.8% 8,790

営業利益 3.8% 3,687 4.7% 5,440 3.4% 3,800 3.6% 4,100

営業外収益 209 144 150 105

営業外費用 441 238 250 265

経常利益 3.6% 3,454 4.7% 5,347 3.3% 3,700 3.5% 3,940

受注高、売上高ともに計画値と同額予想
     各利益項目 増額予想
各事業 利益率見直     土木
12.4％、建築9.7％、全体11.4％とし
中計目標より引き上げ
工事採算 見直    営業利益率を
3.6％ 経常利益率3.5％に上方修正

※売上利益        内部取引調整後 数値 表示       

数値目標と進捗

2019.3期 業績予想
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中期経営計画2016の進捗
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中期経営計画2016
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中期経営計画2016 営業利益率
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中期経営計画2016 売上利益率

資本政策（経営指標）
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主要    進捗状況（大規模更新事業）

常国橋の床版継手構造には、当社開発のＭuSSL工法を採用
今後の発注案件へ適用されるよう技術提案を実施
（ご参照：Appendix MuSSL工法）
更  省力化工法 提案 実施
プレキャスト壁高欄の採用により現場作業は殆どなくなり工程短縮が
可能（ご参照：Appendix フルキャスト工法）
11月20日から施工技術総合研究所で実証実験を開始
大谷橋では、当社独自技術の半断面取替工法が採用

NEXCO3社   発注量 年々増加
受注体制 整備  受注活動 注力
生産性 利益率 向上   検討委員会 設立

22

工事名 受注年度 工事金額 工期 状況

1
中国自動車道
常国橋他2橋床版取替工事

2017 36.5 49ヶ月 工事中

2
東名高速自動車道
沼津IC～富士IC間床版取替工事

2017 9.1 28ヶ月 工事中

3
北陸自動車道　（特定更新等）
魚津～黒部間構造物更新工事（平成29年度）

2018 37.9 44ヶ月 工事中

4
東名高速自動車道
沼津IC～富士IC間床版取替工事（平成30年度）

2018 52.2 30ヶ月 工事中

5
中国自動車道
大谷橋他２橋床版取替工事

2018 38.5 44ヶ月 工事中

6
中国自動車道
国兼川橋他２橋床版取替工事

2018 22.5 30ヶ月 工事中

114 227 417 

943 

9 13 46 152 

8%
6%

11%

16%

0%

10%

20%

0

200

400

600

800

1,000
億円

＜大規模更新事業 動向＞

全体 PSM シェア

※2018（予想）でPSMは上期実績

大規模更新事業（床版取替工事） 発注動向と当社の受注状況

新たなる床版継手工法を開発
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主要テーマの進捗状況（PC建築部門の強化と新分野への取組み）

PC建築部門の取組み
前期に設計施工で受注したグローバル電機メーカー本社建設プロジェクトは、7月より
PCa部材の架設が始まり、11月に上棟
PC構造が採用された設計施工で、某本社ビル建設プロジェクトを10月に受注
建築部門の体制強化を実施（10月）し、全国的な組織営業体制整備に着手

定期借地権による賃貸事業に着手
（仮称）支倉複合ビル新築工事に着手、来春竣工予定
某学校法人の所有する土地を定期借地権で借り上げ、 地上11階建、
延 面積約6,075㎡ 学生寮 店舗等の複合ビル
建設プロジェクトに着手

80 100 
135 

91 95 101 

0

30

60

90

120

150

17.3期 18.3期 19.3期

億円 ＜PC建築受注実績＞

計画 実績/計画

PCaPC工法は環境負荷の少ない工法です

※在来工法とは、現場で型枠、鉄筋、コンクリートを打設する鉄筋
コンクリート構造をいう
※掲出数値 某医療大学建設工事  社内算出比   

資源の有効活用でゴミを在来工法の50％減

躯体工事の作業員を在来工法の35％減

躯体工事工期を在来工法に比べ3.5ヶ月短縮

PC建築部門の強化・拡大の取組み

新  事業   不動産事業 推進
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人員の推移

人財確保の状況
採用 2018年4 10月実績
定期採用 4４名（計画35名/年）
中途採用 ９名（計画5名/年）
   採用 ９名（計画12名/年）※60歳以上 再雇用者
 参考 総合職定期採用（2019年4月入社予定）

計画35名に対して、３６名の内定者
（土木１４名 建築１７名 事務５名   内女性 ４名）

1028 1048 1067 1087

467 624 658 666
1495

1672 1725 1753

0

500

1,000

1,500

2,000

16.3期実績 17.3期実績 18.3期実績 19.3期予定

人 ＜人員の推移＞

単体 連結

賃金 手当等 大幅 改善
定昇+ベアの平均3%以上アップ
役職手当の増額、育英手当の新設
業績連動による賞与の支給

出典：東京商工リサーチ
 2017年決算上場企業2,681社 平均年間給与 調査

6,452 7,215 7,581 

5,892 5,953 5,991 

6,626 6,767 6,953 

43.7 43.7 44.0
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＜年間平均給与/平均年齢＞

PSM 平均年間給与 全業種平均年間給与 建設業平均年間給与

PSM 平均年齢 全業種平均年 建設業平均年 

今後 事業規模 事業展開 見据  人財 ICT     戦略面  取組  推進

主要テーマの進捗状況(人財確保・育成・活用）
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6.0

6.5

7.0

7.5

8.0

17.3期 18.3期

点 ＜従業員満足度調査＞

総合 会社 仕事
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人員の推移

働き方改革の取組み

昨年9月 働 方改革実行委員会  設置
本年4月   働 方改革               1 
をスタート
①総労働時間削減
②週休2日推進
③従業員満足度調査結果 分析対策
④”Smart Work Meeting” (各支店での働き方改革
委員会)による支店トップ主導での推進活動を展開

年度 総労働時間の上限
土曜閉所

土木部門 建築部門

2018.3期 4週5休 4週5休

2019.3期 標準時間+960時間 年度末までに4週6休
2020.3期までに4週6休

2020.3期 標準時間+960時間 4週6休継続

2021.3期 標準時間+840時間 年度末までに4週7休
2022.3期までに4週8休

2022.3期 標準時間+840時間 年度末までに4週8休

【ご参考】
 働 方改革実行委員会        
を開設 ・・・・・①

閉所カレンダー【ICT】を活用し閉所状況
 見  化（閉所計画 進捗管理） 
情報の共有・・・・・・②

【働 方改革実行委員会   】・・・・① 【閉所カレンダー】・・・・②

主要テーマの進捗状況(働き方改革の推進）
今後 事業規模 事業展開 見据  人財 ICT     戦略面  取組  推進
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次期中期経営計画2019の策定始まる

・持続可能な環境配慮型社会の実現

・地球温暖化（気候変動による天災）

・資源の枯渇（再生可能エネルギーの活用）

・環境保全や汚染防止への取組み

【課題】 ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）
・ステークホルダーとの対話

 企業 持続的 成長（企業価値 向上）

・人権尊重、働きがいのある職場の実現

・コーポレートガバナンスの充実

【課題】 持続可能な社会実現
・グローバルでの人口増（日本:少子高齢化）

・都市への人口集中（建設物の高寿命化）

・激甚化する災害への対応（国土強靭化）

 技術革新 進展（省力化 生産性 向上）

 課題 長期 亘 価値創造

・国土強靭化への対応（防災・減災）
      老朽化対策（維持 更新）
 新興国      整備（交通 住宅）

 合理的 生産 消費     構築（環境負荷低減）
・働き方改革（ワークライフ・バランス）
 生産性 向上（省力化技術 開発）

ニーズ（要請）

ガバナンス
(人・会社)

中期経営計画２０１９
2019年5月発表予定

地球環境 社 会

27

MEMO



Appendix. 会社概要
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建設市場全体（土木 建築）   2022年 57兆円に減少し、
GDP予測から59兆円規模へ微増と想定

今後 事業環境 見通 
建設市場の推移 PC市場の推移

当社想定
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民間建築
政府建築
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政府土木（兆円）

64
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※ GDP予測 × 建設投資/GDP比率 予測   建設投資額 試算 建設投資額  民間建築 維持
修繕市場  含        当該金額 加算      建設市場 とした

PC土木市場  新設橋梁 減少    維持 補修事業 本格化
と想定
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2,000

2,500

3,000

（億円）

国交省：2014年以降 
平均的市場規模で推移

   ：2013年以降 CAGR+2％

当社想定

2,761

2,5782,650 

地方自治体：2017年‐2022年
のCAGR▲1％

高速道路：22年以降同水準
JRTT：22年以降同水準

床版取替：22年以降同水準
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プレストレストコンクリート（PC）技術とプレキャスト（PCa)技術とは
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プレストレストコンクリート（PC）とは

プレキャスト（PCa）とは

PC       （  ）応力（    ） 与                
コンクリートの最大の弱点(引張には弱い)を克服することができます
圧縮  力 与      大  引 張 力 作用     割  制御         
上記    柱 梁 細    空間 距離 大  取        

高強度        使用       工場 製作        部材  
工場 生産      高品質 高精度  高耐久 有      
現場で型枠を組み施工した場合より周辺の環境に優しい工法です
工場 部材 製作  為 現場作業 省力化     化 図   

グループネットワーク
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    三菱    （主要国内５社）

国内工場ネットワーク 海外ネットワーク

株式会社ピーエスケー PC工事における機材の企画・設計・製作・賃貸・販売、資材の製造・
販売およびこれらの運用・活用に関するエンジニアリング

株式会社      康和 道路 鉄道 港湾等 構造物              

ピー・エス・コンクリート株式会社 PC製品の製造販売

菱建商事株式会社 建築資材販売 物流 不動産関連  

菱建基礎株式会社 土木 建築構造物 基礎工事  地下分野 総合専門工事

北上工場（岩手県）
七尾工場（石川県）

滋賀工場（滋賀県）

兵庫工場（兵庫県）

水島工場（岡山県）

久留米工場（福岡県）

＜ベトナム＞

    三菱 ホーチミン事務所

    三菱 ジャカルタ事務所

VINA‐PSMC Precast Concrete
Co., Ltd .

PC製品の製造･販売

PT. Komponindo Betonjaya
PT. Wijaya Karya
Komponen Beton

PC製品の 製造･販売
＜インドネシア＞

支 店

・東京土木支店
・東京建築支店
 東北支店
・大阪支店
・名古屋支店
・広島支店
・九州支店

営業所 ・３４箇所

（株）    三菱 ピー･エス･コンクリート（株）

茨城工場（茨城県）

    三菱      事務所（年内開業予定）
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本資料       投資家 皆様  情報提供   目的         売買 勧誘 目的             本資料    将来予想
に関する記述につきましては、目標や予測に基づいており、確約や保証を与えるものではありません。また、将来における当社の業績が、現在の当社の将
来予想 異  結果        点 認識   上   利用        業績等 関  記述        信頼    思   各種   
 基   作成        当社   正確性 安全性 保証            本資料  投資家 皆様     目的  利用   場
合       自身  判断 責任     利用      前提  提示             当社     場合       責任 負 
         実際 結果 大  異     予告   変更   可能性             御了承     

株式会社    三菱 管理本部 総務人事部 広報･IR    
〒104‐8215 東京都中央区晴海二丁目5番24号 晴海センタービル
TEL：03‐6385‐8002 FAX：03‐3536‐6927 メールアドレス：koho.ir@psmic.co.jp

将来予測に関する注意事項

IRに関するお問い合わせ先

ピーエス三菱のPR動画を作成しました。


